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Ⅰ 点検・評価の概要 

 

１ 趣旨                                                                

 平成２０年４月１日に施行されました「地方教育行政の組織及び運営に関する法

律」の一部改正により、教育委員会は、毎年その権限に属する事務の管理及び執行

の状況について、教育に関し学識経験を有する者の知見の活用を図って点検及び評

価を行い、その結果に関する報告書を作成し、議会に提出するとともに、公表する

こととされました。 

本市の教育委員会においても、効果的な教育行政の推進に資するとともに、市民

への説明責任を果たすことを目的として、教育委員会の会議や教育委員会委員の活

動を始め、第７次刈谷市総合計画に基づき、教育委員会事務局が実施した事務事業

について点検・評価を行いました。 

 

   

【参考】地方教育行政の組織及び運営に関する法律（抜粋） 
（教育に関する事務の管理及び執行の状況の点検及び評価等） 

第二十六条 教育委員会は、毎年、その権限に属する事務（前条第一項の規定により

教育長に委任された事務その他教育長の権限に属する事務（同条第四項の規定により

事務局職員等に委任された事務を含む。）を含む。）の管理及び執行の状況について

点検及び評価を行い、その結果に関する報告書を作成し、これを議会に提出するとと

もに、公表しなければならない。 

２ 教育委員会は、前項の点検及び評価を行うに当たっては、教育に関し学識経験 

を有する者の知見の活用を図るものとする。 
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２ 点検・評価の実施方法                                         

第７次刈谷市総合計画に掲げる将来都市像「人が輝く 安心快適な産業文化都市」

の実現に向けて推進する５つの基本方針のうち、教育文化分野「生きる力を育み生

きる喜びを実感できるまちづくり」に位置付けられた６つの基本施策の具体的な施

策の内容（以下「小施策」という。）を構成する事業について事務事業評価シートに

より、点検及び評価を行いました。 

 刈谷市教育委員会事務点検・評価では、教育委員会が行った事務事業評価から選

定した事業の結果について、学識経験者（外部評価委員）から意見をいただきまし

た。 

 

 

 

〇総合計画に基づく施策 

【教育文化分野に関する総合計画の基本施策と小施策】 

基本 

方針 
基本施策 施策の内容（小施策） 

教 

 

育 

 

文 

 

化 

 

分 

 

野 

１学校教育 １）教育内容の充実 

２）安心・安全で地域に開かれた学校づくり 

３）学校施設・設備の整備・充実 

４）児童生徒へのきめ細やかな対応 

５）学校給食の充実 

２青少年育成 １）家庭教育の推進 

２）青少年を取り巻く環境の整備 

３）青少年の自立支援と社会参加の促進 

３生涯学習 １）学習機会の充実 

２）学習活動の支援 

３）生涯学習施設の利用促進 

４スポーツ １）スポーツ活動プログラムの充実 

２）クラブ・団体の育成 

３）スポーツ施設の整備・充実・開放 

４）スポーツ指導者の育成 

５文化・芸術 １）鑑賞・体験の機会づくり 

２）創作・発表の機会づくり 

３）活動の支援体制の充実 

４）文化芸術の拠点づくり 

６歴史・文化財 １）刈谷市城址の整備 

２）歴史博物館の整備 

３）文化財の保護・伝承・活用 

４）歴史の啓発 

外部評価委員  

   愛知教育大学 学長 野田
の だ

 敦
あつ

敬
のり

 氏  
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【今年度の評価項目】 今年度の評価項目                         

評価対象事務事業 担当課 

（基本施策）１ 学校教育 

（小 施 策）３）学校施設・設備の整備・充実 

        ＩＣＴ教育事業 

教育総務課 

学校教育課 

（基本施策）１ 学校教育 

（小 施 策）４）児童生徒へのきめ細やかな対応 

        学校教育活動支援事業 

        心の教室相談員事業 

学校教育課 

（基本施策）３ 生涯学習 

（小 施 策）１）学習機会の充実 

        市民講座開設等事業 

（基本施策）５ 文化・芸術 

（小 施 策）２）創作・発表の機会づくり 

        森三郎顕彰事業 

生涯学習課 

 

３ 外部評価の視点、委員に求める意見・提案          

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【現状の分析と課題の考え方】 
・市の担当課が実施した事務事業の評

価結果は妥当か 

・指標の的確性、指標分析の考え方は

どうか 

 

【今後の方向性】 
・評価結果から的確な課題への対策と

なっているか 

・小施策の推進に効果的か 

外部評価の視点 

・左記の視点での考え方や妥当

性等に関する意見 

・既存事業の改善提案や新規事

業・施策の提案 

 

【総 評】 
・事業全体に関する意見 

意見・提案 
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Ⅱ 教育委員会の活動              

 

教育委員会は、都道府県や市町村等に置かれる行政委員会の一つで、合議制の執

行機関です。教育長と委員の合議により基本的方針を決定し、その方針・決定をも

とに教育長が事務局を指揮監督し、教育行政を執行しています。 

 

１ 教育委員会の構成（令和３年１０月１日現在）         

職   名 氏   名 任   期 期数 

教 育 長 金  原     宏 
（令和元年 10 月１日就任） 

令和 4 年 9 月 30 日 
1 

教育長職務代理者 鶴  田  英  孝 
（平成 30 年 10 月 1 日就任） 

令和 4 年 9 月 30 日 
1 

委 員 石  田  芳  加 
（令和３年 10 月 1 日就任） 

令和 7 年 9 月 30 日 
2 

委 員 浅  井     優 
（令和元年 10 月 1 日就任） 

令和 5 年 9 月 30 日 
1 

委 員 小  川  耕  示 
（令和２年 10 月 1 日就任） 

令和 6 年 9 月 30 日 
1 

 

２ 教育委員会会議の開催状況                   

令和２年度における教育委員会の会議は、毎月１回の定例会を開催し、５０件の

議案について審議を行いました。教育委員会会議は、原則公開としており、会議録

はホームページ等で開示しています。 

会議で審議された議案は、以下のとおりです。 

開催日 議 題 

４月 

定例会 

○専決処分（刈谷市学校給食センター運営委員会委員の委嘱） 

○専決処分（刈谷市学校給食アレルギー対応給食事業実施委員会委員の 

委嘱） 

○専決処分（学区外就学） 

○専決処分（刈谷市公民館長の解職及び任命） 

○専決処分（刈谷市社会教育委員の委嘱） 

○専決処分（刈谷市図書館協議会委員の解職及び任命） 

○専決処分（新型コロナウイルス感染拡大防止措置に伴う公の施設の利

用等申請関係教育委員会規則の整理に関する規則の制定） 

○専決処分（刈谷市スポーツ推進審議会委員の任命） 

○専決処分（刈谷市スポーツ推進委員の委嘱） 
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開催日 議 題 

４月 

定例会 

○専決処分（刈谷市立小中学校体育施設スポーツ開放運営委員会委員の

委嘱） 

○専決処分（刈谷市立小中学校体育施設スポーツ開放管理指導員の委嘱） 

○専決処分（刈谷市文化財保護審議会委員の委嘱） 

５月 

定例会 

○令和２年６月刈谷市議会定例会提出議案（令和２年度刈谷市教育費６

月補正予算、工事請負契約の締結）に関する意見の聴取 

○学区外就学 

○刈谷市立幼保連携型認定こども園の廃止に関する意見の聴取について 

○専決処分（刈谷市歴史博物館協議会委員の委嘱） 

６月 

定例会 

○学区外就学 

○専決処分（学区外就学） 

○専決処分（刈谷市立小中学校体育施設スポーツ開放管理指導員の解職 

及び委嘱） 

７月 

定例会 

○専決処分（職員の懲戒処分）について 

○専決処分（学区外就学） 

８月 

定例会 

○令和２年９月刈谷市議会定例会提出議案（令和２年度刈谷市教育費９

月補正予算、教育委員会委員の選任、条例の一部改正）に関する意見の

聴取 

○学区外就学 

○専決処分（学区外就学） 

９月 

定例会 
○学区外就学 

10 月 

定例会 

○令和３年度教職員定期人事異動方針 

○学区外就学 

○専決処分（学区外就学） 

11 月 

定例会 

○令和２年１２月刈谷市議会定例会提出議案（令和２年度刈谷市教育費

１２月補正予算、指定管理者の指定）に関する意見の聴取 

○学区外就学 

○刈谷市教育委員会公共施設予約案内システムに関する規則の一部改正 

○刈谷市立小中学校体育施設等のスポーツ開放に関する規則の一部改正 

○専決処分（学区外就学） 

12 月 

定例会 

○学区外就学 

○歴史博物館協議会委員の委嘱 

○専決処分（刈谷市学校給食センター運営委員会委員の解職及び委嘱） 

○専決処分（学区外就学） 

○専決処分（刈谷市立小中学校体育施設スポーツ開放管理指導員の解職

及び委嘱） 
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開催日 議 題 

１月 

定例会 

○専決処分（刈谷市社会教育委員の解職及び委嘱） 

○専決処分（刈谷市立小中学校体育施設スポーツ開放管理指導員の解職

及び委嘱） 

２月 

定例会 

○令和３年３月刈谷市議会定例会提出議案（令和２年度刈谷市教育費３

月補正予算、令和３年度刈谷市教育費当初予算、条例の一部改正）に関

する意見の聴取 

○令和３年度刈谷市の教育一般方針 

○刈谷市立学校の教育職員の業務量の適切な管理等に関する規則の制定

について 

○押印を求める手続きの見直しに伴う関係教育委員会規則の整備に関す

る規則の制定について 

○令和２年度刈谷市教育委員会点検・評価報告書 

○専決処分（学区外就学） 

○専決処分（刈谷市立小中学校体育施設スポーツ開放管理指導員の委嘱） 

３月 

定例会 

○令和３年３月刈谷市議会定例会提出議案（令和２年度刈谷市教育費３

月補正予算）に関する意見の聴取 

○学区外就学 

○専決処分（学区外就学） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

上記議題の他、各課定例報告（学校給食献立、児童生徒数、各種行事予定、

施設利用状況）、学校で対応に苦慮している案件について意見聴取、市議会

及び市民文教委員会の教育に関わる質問事項について報告を適時行い、各委

員の立場や考えにより、積極的に意見交換を行っています。 
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３ その他の委員活動                     

項 目 内    容 

総合 

教育会議 

●総合教育会議 （６月、１０月、２月） 
議題『刈谷市教育大綱の改定について』 

議題『第２次刈谷市教育大綱の策定について』 

意見交換テーマ『今後の刈谷市の教育に求めること』 

 

📗内 容  

 令和３年度の教育大綱改定内容を踏まえ、刈谷市の教育に求めるも

などの意見交換を実施。 

研究 

発表会 

📗小高原小学校（10/27）  

研究主題『主体的に学びに向かい、かかわり合いを通じて学びを深

める子どもの育成～互いに認め合う学級づくりを基盤と

した授業づくり』 

📗住吉小学校（10/30）  

研究主題『自ら探究し、仲間と共に未来をよりよくしようと行動す

る子どもの育成～地域に学ぶ「住吉っ子カリキュラム」』 

📗刈谷特別支援学校（2/12～13）  

 研究主題『刈谷特別支援学校における実践研究（学校における医療 

      的ケア実施体制構築事業を含む）』 

学校訪問 

📗目 的  

 学校の実態を把握するとともに、学校教育推進上の問題点について

指導・助言し、現職教育の推進と充実を図る。 

 

📗訪問者  

 教育長、教育委員、教育部長、学校教育課長、指導主事等 

 

📗内 容  

 公開授業及び諸帳簿の点検 

 

📗着眼点  

・児童生徒の心に寄り添う指導の展開状況 

・教職員の健康管理に向けた取組の状況 

・創意ある学校づくり及び教員の資質向上への取組の状況 

・児童生徒の自己肯定感と自己有用感を育む取組の状況 

・基礎的・基本的な事項の定着とそれらを活用する力を高める指導の

工夫の状況 
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項 目 内    容 

学校訪問 

📗実施校（研究発表校を除く学校）  

富士松東小、富士松中(9/30）、衣浦小(10/1） 

富士松北小、平成小(10/8）、かりがね小(10/13） 

東刈谷小(10/14）、亀城小(10/16）、依佐美中(10/20） 

朝日小(10/21）、富士松南小(10/22）、日高小、刈谷東中(11/2）、 

特別支援学校(11/4)、刈谷南中(11/6）、小垣江小、小垣江東小(11/11） 

双葉小、朝日中（11/12）、雁が音中(11/16) 

式 典 小学校卒業式、中学校卒業式、幼児園修了式 

その他 

●西三河地方教育事務協議会（４月、５月、１１月、２月） 

●愛知県市町村教育委員会連合会（７月） 

●刈谷市奨学会（４月、１０月、１月、３月） 

●刈谷市ＰＴＡ連絡協議会（５月、１２月） 

●新成人の集い（１月）等 
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Ⅲ 総合計画に基づく施策の評価  

 

【評価項目】 

評価対象  担当課  

（基本施策）学校教育 

（施策の内容）学校施設・設備の整備・充実 

        ＩＣＴ教育事業 

（施策の内容）児童生徒へのきめ細やかな対応 

        学校教育活動支援事業 

        心の教室相談員事業 

教育総務課 

学校教育課 

（基本施策）生涯学習 

（施策の内容）学習機会の充実 

        市民講座開設等事業 

生涯学習課 

（基本施策）文化・芸術 

（施策の内容）創作・発表の機会づくり 

        森三郎顕彰事業 

生涯学習課 
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評価対象事業  

ＩＣＴ教育事業  

評価対象事業  

学校教育活動支援事業  

心の教室相談員事業  
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評価対象事業  

市民講座開設等事業  
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評価対象事業  

森三郎顕彰事業  
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ＩＣＴ教育事業 

【目的】 

 国が掲げるＧＩＧＡスクール構想に基づく、児童生徒のＩＣＴ環境整備を進め、

学習意欲や学力、情報活用能力の育成を図る。 

【環境整備実績】 

 ・小中学校、特別支援学校に児童生徒１人１台学習用端末の整備 

   整備端末 Microsoft Windows 10 Pro  

 ・障害のある児童生徒が端末を使用するために必要な入出力支援装置の整備 

・校内無線ＬＡＮ環境の整備（普通教室） 

 ・双方向のやりとりを円滑に行うためのＷｅｂカメラの整備 

   

【活用実績】 

 ・各小中学校にＩＣＴ支援員が週１回訪問し、ＩＣＴ機器を活用した授業の操作

補助、児童生徒への端末操作補助を行った。 

 ・教員を対象にタブレット導入研修会実施 

【今後の課題】 

 ＩＣＴ環境の整備を進めるだけでなく、学校ごとにＩＣＴ活用の差が出ないよう

に、教員研修の実施やＩＣＴ支援員等によるサポートを引き続き行い、活用能力向

上を図ることが必要であると考えられる。また、子どもたちがＩＣＴ学習を安心安

全な環境で行うことができるように、教員や児童生徒へのＩＴリテラシー向上にも

努めていきたい。 

 また、タブレット端末の活用を推進していくためには、授業において児童生徒の

考えを瞬時に共有、比較し、学びを深めるための授業支援ソフト等の導入が必要で

あると考えられる。 
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費内訳

事業費　① 0 0 103,161 93,479 合計 103,161,046 円
役務費 454,812 円

財
　
源

特定財源 0 0 16,725 0 委託料 61,223,991 円
使用料及び賃借料

一般財源 0 0 86,436 93,479 8,035,843 円
工事請負費 32,618,100 円

職員人件費　② 0 0 560 603 備品購入費 828,300 円

総事業費（①＋②） 0 0 103,721 94,082

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 公立学校情報通信ネットワー
ク環境施設整備費補助金

４年度以降の事業費見込 0 公立学校情報機器整備費補助
金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

２

・充実

目
　
　
　
的

　Ｉ

年

ＣＴ機器等の整備を推

度

進し、タブレット

主
た

評

る
内
容

○タブレット端

価

末等の環境設定
端末を

）

活用した授業環境づく

刈

りを行い、生徒 ○タブ

谷

レット端末の保守管理

市

の学習意欲や学力・情

事

報活用能力の育成を図

務

○タブレット端末等の

事

借上
る。 ○校内ＬＡＮ

業

整備
○Ｗｅｂカメラ等

評

の購入

位
置
づ
け

関連計

価

画

根拠法令

対象者 市内

シ

中学生及び教員 事業期

ー

間 令和２年度 ～

実施方

ト

法 ■直営　■委託　□

（

指定管理　□補助・助

様

成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ
　

部

事
　
業
　
実
　
績

３０年

教

度実績 元年度実績 ２年

育

度実績 ３年度計画

　 　

部

・タブレット等の機器

一

の導入 ・タブレット等

般

の機器の運用
　 　 ・通

会

信環境の整備 ・通信環

計

境の整備
　 　 ・通信環

Ｉ

境の維持管理
　 　
　　

Ｃ

　――――――― 　　

Ｔ

　―――――――

　生

教

徒１人１台分のタブレ

育

ット端末の導入及び普

事

通教室の無線ＬＡＮ整

業

備を行うことができた

担

。

成果

　ＩＣＴを活用

当

した学習活動の充実を

課

図るため、優先的に整

教

備すべきＩＣＴ機器等

育

の検討を進めていく必

総

要がある。

課題

指標名

務

称（単位）
実績値 目標

課

値

３０年度 元年度 ２年

款

度 ３年度 ５年度

活動 校

項

内ＬＡＮ整備率（％）

目

― ― 39.5 59.0

担

100.0
指標
活動
指

当

標

他市との
比較検証

係 総務係

10 3 1

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　学校教育の情報化の推進に

令

関する法律において定

和

められ
・法的業務

高い

３

ている学校教育の情報

年

化を推進するため、必

度

要な環境整備
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

を行う必要がある。
・

和

市民生活上必要である

２

　など

　学校教育の情

年

報化を効率的に推進す

度

るため、各学校から
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
高い

の意見を集約

）

しながら環境整備を行

刈

っている。また、環境

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 整備に一定のコス

事

トがかかったが、市の

務

財政負担を低減さ
・手

事

段の最適性　など せる

業

ため、国等の補助金を

評

積極的に活用している

価

。

　学校教育の情報化

シ

の推進は、市内の全て

ー

の学校で格差な
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
く行われるもので

様

あり、学校の設置者で

式

ある市が主体とな
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

って各学校の環境整備

会

を実施することが妥当

計

である。
・総合計画と

名

の整合性　など

　生徒

担

１人１台分のタブレッ

当

ト端末を導入できたこ

部

とは、

施策への ・施策

教

への貢献度
高い

学校教

育

育の情報化の推進につ

部

ながり、施策への貢献

一

度が高
・目標達成度 い

般

。
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

Ｉ

状維持　□改善・効率

Ｃ

化　□縮小　□終期設

Ｔ

定　□休止・廃止

　タ

教

ブレット端末を活用し

育

た授業等の実施がこれ

事

から本格化することと

業

なるが、各学校から機

担

器の運用方法の改善要

当

望や新たな機器の導入

課

の要望等があった場合

教

、導入する機器や運用

育

方法等を検討していく

総

。

務課

款

Ｃ
 
　
Ｈ

項

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

目

　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当係 総務係

10 3 1
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Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,160 4,165 234,510 213,795 合計 234,509,797 円
役務費 1,223,372 円

財
　
源

特定財源 0 0 37,127 0 委託料 137,981,649 円
使用料及び賃借料

一般財源 4,160 4,165 197,383 213,795 19,086,126 円
工事請負費 74,147,900 円

職員人件費　② 502 193 560 603 備品購入費 2,070,750 円

総事業費（①＋②） 4,662 4,358 235,070 214,398

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 公立学校情報通信ネットワー
ク環境施設整備費補助金

４年度以降の事業費見込 0 公立学校情報機器整備費補助
金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

２

・充実

目
　
　
　
的

　Ｉ

年

ＣＴ機器等の整備を推

度

進し、電子黒板、

主
た

評

る
内
容

〇タブレット端

価

末等の環境設定
タブレ

）

ット端末を活用した授

刈

業環境づくりを 〇タブ

谷

レット端末の保守管理

市

行い、児童の学習意欲

事

や学力・情報活用能力

務

〇タブレット端末等の

事

借上
の育成を図る。 〇

業

校内ＬＡＮ整備
○Ｗｅ

評

ｂカメラ等の購入

位
置

価

づ
け

関連計画

根拠法令

シ

対象者 市内小学生及び

ー

教員 事業期間 平成２７

ト

年度 ～

実施方法 ■直営

（

　■委託　□指定管理

様

　□補助・助成　□そ

式

の他

１）

会計名 担当部

Ｂ
　
事
　
業
　

教

実
　
績

３０年度実績 元

育

年度実績 ２年度実績 ３

部

年度計画

・電子黒板の

一

運用 ・電子黒板の運用

般

・電子黒板の運用 ・電

会

子黒板の運用
・タブレ

計

ット等の機器の導入 ・

Ｉ

タブレット等の機器の

Ｃ

運用
・通信環境の整備

Ｔ

・通信環境の整備
・通

教

信環境の維持管理

　電

育

子黒板の活用により、

事

デジタル教科書による

業

効果的な授業を実施し

担

、児童の学習意欲や学

当

力、情報活用能力の向

課

上に

成果
つながった。

教

　児童１人１台分のタ

育

ブレット端末の導入及

総

び普通教室の無線ＬＡ

務

Ｎ整備を行うことがで

課

きた。

　ＩＣＴを活用

款

した学習活動の充実を

項

図るため、優先的に整

目

備すべきＩＣＴ機器等

担

の検討を進めていく必

当

要がある。

課題

指標名

係

称（単位）
実績値 目標

総

値

３０年度 元年度 ２年

務

度 ３年度 ５年度

成果 校

係

内ＬＡＮ整備率（％）

1

― ― 47.1 60.0

0

100.0
指標

指標

他

2

市との
比較検証

1
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　学校教育の情報化の推進に

令

関する法律において定

和

められ
・法的業務

高い

３

ている学校教育の情報

年

化を推進するため、必

度

要な環境整備
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

を行う必要がある。
・

和

市民生活上必要である

２

　など

　学校教育の情

年

報化を効率的に推進す

度

るため、各学校から
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
高い

の意見を集約

）

しながら環境整備を行

刈

っている。また、環境

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 整備に一定のコス

事

トがかかったが、市の

務

財政負担を低減さ
・手

事

段の最適性　など せる

業

ため、国等の補助金を

評

積極的に活用している

価

。

　学校教育の情報化

シ

の推進は、市内の全て

ー

の学校で格差な
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
く行われるもので

様

あり、学校の設置者で

式

ある市が主体とな
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

って各学校の環境整備

会

を実施することが妥当

計

である。
・総合計画と

名

の整合性　など

　児童

担

１人１台分のタブレッ

当

ト端末を導入できたこ

部

とは、

施策への ・施策

教

への貢献度
高い

学校教

育

育の情報化の推進につ

部

ながり、施策への貢献

一

度が高
・目標達成度 い

般

。
貢献度 ・市民サービ

会

スへの効果　など

今後

計

の方向性 □拡充　■現

Ｉ

状維持　□改善・効率

Ｃ

化　□縮小　□終期設

Ｔ

定　□休止・廃止

　タ

教

ブレット端末を活用し

育

た授業等の実施がこれ

事

から本格化することと

業

なるが、各学校から機

担

器の運用方法の改善要

当

望や新たな機器の導入

課

の要望等があった場合

教

、導入する機器や運用

育

方法等を検討していく

総

。

務課

款

Ｃ
 
　
Ｈ

項

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

目

　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当係 総務係

10 2 1
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託料 49,460 円

財
　
源

特定財源 0 0 1,029 437 使用料及び賃借料 29,911 円
備品購入費 1,326,413 円

一般財源 0 0 377 831

職員人件費　② 0 0 560 603

総事業費（①＋②） 0 0 1,966 1,871

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 公立学校情報機器整備費補助
金

４年度以降の事業費見込 0 特別支援学校教育推進事業費
負担金

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　
　
Ｌ

３

　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧
　
計

年

　
画
　
∨

Ａ
　
事
　
業
　

度

概
　
要

総合計画
分野 教

（

育文化

基本施策 学校教

令

育
施策体系

施策の内容

和

学校施設・設備の整備

２

・充実

目
　
　
　
的

　Ｉ

年

ＣＴ機器等の整備を推

度

進し、タブレット

主
た

評

る
内
容

○タブレット端

価

末の環境設定
端末を活

）

用した授業環境づくり

刈

を行い、児童 ○タブレ

谷

ット端末の保守管理
生

市

徒の学習意欲や学力・

事

情報活用能力の育成 ○

務

タブレット端末の借上

事

を図る。 ○Ｗｅｂカメ

業

ラ、入出力支援装置等

評

の購入

位
置
づ
け

関連計

価

画

根拠法令

対象者 市内

シ

生徒児童及び教員 事業

ー

期間 令和２年度 ～

実施

ト

方法 ■直営　■委託　

（

□指定管理　□補助・

様

助成　□その他

式１）

会計名 担当

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

教

年度実績 元年度実績 ２

育

年度実績 ３年度計画

　

部

　 ・タブレット機器の

一

導入 ・タブレット機器

般

の運用
　 　 ・周辺機器

会

の整備
　 　
　 　
　　　

計

――――――― 　　　

Ｉ

―――――――

　生徒

Ｃ

児童１人１台分のタブ

Ｔ

レット端末を導入する

教

ことができた。

成果

　

育

ＩＣＴを活用した学習

事

活動の充実を図るため

業

、優先的に整備すべき

担

ＩＣＴ機器等の検討を

当

進めていく必要がある

課

。

課題

指標名称（単位

教

）
実績値 目標値

３０年

育

度 元年度 ２年度 ３年度

総

５年度

活動 校内ＬＡＮ

務

整備率（％） ― ― 10

課

.0 10.0 100.

款

0
指標
活動
指標

他市と

項

の
比較検証

目 担当係 総務係

1

Ｃ
　
事
　

0

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

4

千円
３０年度 元年度 ２

1

年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 0 0 1,406 1,268 合計 1,405,784 円
委
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　学校教育の情報化の推進に

令

関する法律において定

和

められ
・法的業務

高い

３

ている学校教育の情報

年

化を推進するため、必

度

要な環境整備
必要性 ・

（

市民ニーズ、社会需要

令

を行う必要がある。
・

和

市民生活上必要である

２

　など

　学校教育の情

年

報化を効率的に推進す

度

るため、各学校から
・

評

コストの節減、費用対

価

効果
高い

の意見を集約

）

しながら環境整備を行

刈

っている。また、環境

谷

効率性 ・執行体制の効

市

率性 整備に一定のコス

事

トがかかったが、市の

務

財政負担を低減さ
・手

事

段の最適性　など せる

業

ため、国等の補助金を

評

積極的に活用している

価

。

　学校教育の情報化

シ

の推進は、市内の全て

ー

の学校で格差な
・市が

ト

主体となって実施する

（

高い
く行われるもので

様

あり、学校の設置者で

式

ある市が主体とな
妥当

２

性 　べき事業であるか

）

って各学校の環境整備

会

を実施することが妥当

計

である。
・総合計画と

名

の整合性　など

　児童

担

生徒１人１台のタブレ

当

ット端末を導入できた

部

ことは

施策への ・施策

教

への貢献度
高い

、学校

育

教育の情報化の推進に

部

つながり、施策への貢

一

献度が
・目標達成度 高

般

い。
貢献度 ・市民サー

会

ビスへの効果　など

今

計

後の方向性 □拡充　■

Ｉ

現状維持　□改善・効

Ｃ

率化　□縮小　□終期

Ｔ

設定　□休止・廃止

　

教

タブレット端末を活用

育

した授業等の実施がこ

事

れから本格化すること

業

となるが、各学校から

担

機器の運用方法の改善

当

要
望や新たな機器の導

課

入の要望等があった場

教

合、導入する機器や運

育

用方法等を検討してい

総

く。

務課

款

Ｃ
 
　

項

Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ

目

 
　
∧
　
評
　
価
　
∨

担当係 総務係

10 4 1
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学校教育活動支援事業 

【目的】 

 学校教育活動を支援する支援を配置し、発達障害が心配される児童に対して、その

障害の状況に追う怖じた適切な教育支援を行うことで、児童一人ひとりを大切にする

教育を推進する。 

 

【主たる内容】 

 発達障害が心配される児童に対して、支援を必要とする児童が在籍している全小学

校に支援指導補助員を配置する。 

 全小中学校及び特別支援学校に臨時休業中に生じた未指導分の補習等において、教

員をサポートする学習指導員を配置する。 

 

【令和２年度実績】 

 支援指導補助員（３８名） 

  １人配置  ・・・衣浦小、富士松東小 

  ２人配置  ・・・小高原小、日高小、平成小、小垣江東小、双葉小 

３人配置  ・・・亀城小、住吉小、富士松北小、小垣江小、東刈谷小、朝日小 

４人配置  ・・・かりがね小、富士松南小  

 

 学習指導員（４４名） 

  市内小中学校、特別支援学校、計２２校に２名ずつ配置。 

 

【成果と課題】 

 支援指導補助員が配置されたことにより、個別の支援が必要な児童へきめ細やかな

対応ができるようになったため、対象児童が速やかに授業に参加できるようなった。

そのため、学級全体も落ち着いて授業に取り組むことができた。また、学習指導員の

配置は、コロナ禍で増加した様々な教員の負担を軽減することにつながった。 

 現在、支援員を必要とする児童や保護者の要望が増加しており、今後も支援員を継

続的に配置していく必要がある。配置に当たっては、学校規模だけでなく、子どもの

状況に配慮していく必要がある。 
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1

る必要がある。
課題

指

3

標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 支援が必要な児童に対する支援員の充足率（％） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0
指標

―
指標

以下の4市は本市における学校教育活動支援事業、特別支援学級児童生徒支援事業、肢体不自由児童生徒介
他市との 助支援事業が一体となっている。
比較検証 安城市　7,033.8万円　　　碧南市　3,094.5万円

知立市　2,336  万円　　  高浜市　5,972.1万円

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 34,587 40,031 75,078 150,295 合計 75,077,919 円
報酬 65,583,482 円

財
　
源

特定財源 0 0 17,512 34,924 職員手当等 7,695,327 円
旅費 1,799,110 円

一般財源 34,587 40,031 57,566 115,371

職員人件費　② 2,083 2,079 2,240 2,185

総事業費（①＋②） 36,670 42,110 77,318 152,480

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事

Ｄ

業費 0 学習指導員配置

　

事業費補助金

４年度以

　

降の事業費見込 0

　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和３

Ｐ
　
　
Ｌ
　
　
Ａ

年

　
　
Ｎ
　
∧
　
計
　
画
　

度

∨

Ａ
　
事
　
業
　
概
　
要

（

総合計画
分野 教育文化

令

基本施策 学校教育
施策

和

体系
施策の内容 児童生

２

徒へのきめ細かな対応

年

目
　
　
　
的

　学校教育

度

活動を支援する支援員

評

を配置し、

主
た
る
内
容

価

　発達障害が心配され

）

る児童に対して、支援

刈

発達障害が心配される

谷

児童に対して、その障

市

を必要とする児童が在

事

籍している全小学校に

務

害の状況に応じた適切

事

な教育支援を行うこと

業

支援指導補助員を配置

評

する。
で、児童一人ひ

価

とりを大切にする教育

シ

を推進 　全小中学校及

ー

び特別支援学校に臨時

ト

休業中
する。 に生じた

（

未指導分の補習等にお

様

いて、教員を
サポート

式

する学習指導員を配置

１

する。

位
置
づ
け

関連計

）

画  

根拠法令  

対象者

会

小中学校 事業期間 平成

計

１７年度 ～

実施方法 ■

名

直営　□委託　□指定

担

管理　□補助・助成　

当

□その他

部 教育部

一般会計

Ｂ
　
事
　

学

業
　
実
　
績

３０年度実

校

績 元年度実績 ２年度実

教

績 ３年度計画

・支援員

育

・支援員 ・支援員　 ・

活

支援員
　　支援指導補

動

助員　32人 　　支援

支

指導補助員　37人 　

援

　支援指導補助員　3

事

8人 　　支援指導補助

業

員　42人
　　学習指

担

導員　　　44人 　　

当

学習指導員　　　41

課

人

　支援指導補助員が

学

配置されたことにより

校

、個別に支援を要する

教

児童への細やかな対応

育

ができるため、対象児

課

童が速やか

成果
に授業

款

に参加できるようにな

項

りつつあると同時に、

目

学校への適応状況も改

担

善し、いじめ・不登校

当

の減少にも結びついて

係

い

る。

　支援を必要と

特

する児童、あるいは保

別

護者が支援を希望する

支

児童が増加しており、

援

支援指導補助員を増員

教

する必要があ

る。また

育

、学校規模だけでなく

係

、子ども一人ひとりの

1

障害の程度をみて、支

0

援補助員の配置を考え
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3

Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　通常学級に

令

在籍する発達障害児に

和

対して、教育活動の支

３

・法的業務
高い

援・補

年

助をするための支援指

度

導補助員を配置するこ

（

とは、
必要性 ・市民ニ

令

ーズ、社会需要 障害の

和

ある児童にとっても、

２

学級の他の児童にとっ

年

ても必
・市民生活上必

度

要である　など 要であ

評

る。

　児童数700人

価

以上の大規模校や、支

）

援を必要とする児童の

刈

・コストの節減、費用

谷

対効果
普通

状況に応じ

市

て、複数配置をしてい

事

る。
効率性 ・執行体制

務

の効率性
・手段の最適

事

性　など

　刈谷市立小

業

学校の通常学級に在籍

評

する発達障害の児童の

価

・市が主体となって実

シ

施する
高い

教育活動を

ー

支援するための事業で

ト

あり、市が主体となっ

（

て
妥当性 　べき事業で

様

あるか 実施すべき事業

式

である。
・総合計画と

２

の整合性　など

　発達

）

に障害のある児童の教

会

育活動を支援するため

計

支援指

施策への ・施策

名

への貢献度
高い

導補助

担

員が配置されることで

当

、学級の他の児童たち

部

にも落
・目標達成度 ち

教

着いた学習環境を整え

育

ることができている。

部

貢献度 ・市民サービス

一

への効果　など

今後の

般

方向性 ■拡充　□現状

会

維持　□改善・効率化

計

　□縮小　□終期設定

学

　□休止・廃止

・通常

校

学級に在籍する発達に

教

障害のある児童の割合

育

を学校ごとに調査する

活

。
・学校規模だけでな

動

く、発達に障害のある

支

児童の人数や障害の程

援

度によって、配置数を

事

決定する。
・支援指導

業

補助員の勤務日、勤務

担

時間の確認は、勤務報

当

告書によって行う。
・

課

学校教育活動支援指導

学

補助員の支援により、

校

安定した学校生活を送

教

る児童が増えるよう、

育

指導補助員同士で支援

課

方
　法の情報交換を行

款

う会を設定し、支援の

項

必要な子どもたちが1

目

人でも少なくなること

担

を目指す。

当係 特別

Ｃ
 
　
Ｈ
 
　
Ｅ
 
　
Ｃ

支

 
　
Ｋ
 
　
∧
　
評
　
価

援

　
∨

教育係

10 1
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心の教室相談員事業 

【目的】 

 全中学校に、生徒が悩み等を気軽に話すことができ、ストレスを和らげる第三者

的な存在となり得る者を心の教室相談員として生徒の身近に配置し、生徒が心のゆ

とりをもてるような環境を提供する。 

【令和２年度実績】 

 各中学校に１名または２名の相談員を、各校合計で週に５日、１日４時間、年間

６８０時間配置した。 

○相談員一覧       

学校名 性別 住所 時間 備考 

刈谷南中学校 女性 知立市 680 時間 元すこやか教室指導員 

刈谷東中学校 女性 刈谷市 340 時間 教員免許 

刈谷東中学校 女性 刈谷市 340 時間 愛知教育大学 学生 

富士松中学校 女性 刈谷市 340 時間 愛知教育大学 学生 

富士松中学校 女性 刈谷市 340 時間 愛知教育大学 学生 

雁が音中学校 女性 刈谷市 340 時間 元学習支援員 

雁が音中学校 女性 刈谷市 340 時間 元学習支援員 

依佐美中学校 女性 刈谷市 680 時間 元学校司書 

朝日中学校 女性 名古屋市 340 時間 愛知教育大学 学生 

朝日中学校 女性 刈谷市 340 時間 愛知教育大学 学生 

【成果と課題】 

 令和２年度は、全中学校合計で２０００件を超える相談等を受け、人間関係等で

悩みを抱える生徒が気軽に相談することで、生徒の精神的なストレスを軽減するこ

とができた。 

 小学校においても、様々な悩みを抱える児童がおり、不登校傾向にある児童の割

合も高まっている。次年度は、小学校にも心の教室相談員を配置し、児童が悩み等

を相談することで、少しでも心のゆとりをもてるような環境を整える予定である。

また、問題が多様化してきているため、相談時間の増加についても検討していく必

要がある。 
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ンド指導員」、碧南市では「ハートフレンド」
他市との を配置し、同様の取り組みを行ってきている。
比較検証

Ｃ
　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：千円
３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ２年度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 4,233 4,230 4,039 4,620 合計 4,039,273 円
報償費 3,870,000 円

財
　
源

特定財源 0 0 0 0 需用費 169,273 円

一般財源 4,233 4,230 4,039 4,620

職員人件費　② 1,080 1,078 1,643 1,507

総事業費（①＋②） 5,313 5,308 5,682 6,127

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

Ｄ
　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　
　
実
　
　
施
　
　
∨

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 学

令

校教育
施策体系

施策の

和

内容 児童生徒へのきめ

２

細かな対応

目
　
　
　
的

年

　全中学校に、生徒が

度

悩み等を気軽に話すこ

評

主
た
る
内
容

　全中学校

価

に、週３日～５日、１

）

日４時間、
とができ、

刈

ストレスを和らげる第

谷

三者的な存 年間６８０

市

時間、大学生等を心の

事

教室相談員
在となり得

務

る者を心の教室相談員

事

として生徒 として配置

業

する。
の身近に配置し

評

、生徒が心のゆとりを

価

もてる
ような環境を提

シ

供する。

位
置
づ
け

関連

ー

計画  

根拠法令  

対象

ト

者 中学校生徒 事業期間

（

平成１０年度 ～

実施方

様

法 ■直営　□委託　□

式

指定管理　□補助・助

１

成　□その他

）

会計名 担当部 教

Ｂ
　

育

事
　
業
　
実
　
績

３０年

部

度実績 元年度実績 ２年

一

度実績 ３年度計画

各中

般

学校に1名または2名

会

の相 各中学校に1名ま

計

たは2名の相 各中学校

心

に1名または2名の相

の

各中学校に1名または

教

2名の相
談員を、各校

室

合計で週に5日、談員

相

を、各校合計で週に5

談

日、談員を、各校合計

員

で週に5日、談員を、

事

各校合計で週に5日、

業

1日4時間、年間68

担

0時間、配置1日4時

当

間、年間680時間、

課

配置1日4時間、年間

学

680時間、配置1日

校

4時間、年間680時

教

間、配置
した。 した。

育

した。 する。

　人間関

課

係などで悩みを持った

款

生徒が気軽に相談でき

項

、生徒の精神的なスト

目

レスを軽減することが

担

できている。

成果

　生

当

徒の問題が多様化して

係

きており、相談時間の

指

増加が望まれる。

課題

導

指標名称（単位）
実績

係

値 目標値

３０年度 元年

1

度 ２年度 ３年度 ５年度

0

成果 中学校生徒の不登

1

校の割合（％） 4.4

3

4.6 4.3 4 3
指標

 
指標

　高浜市では「スクールヘルパー」、知立市では「あいフレ
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市民講座開設等事業 

 

１ 事業の内容 

（１） 市民講座 

前期と後期の２期、多様な分野の連続講座を実施する。  

※前期はコロナにより中止 

【令和２年度実績】 

初歩から学ぶスマホ講座、デジタル一眼カメラ講座～はじめて編～、刺繍で

彩る雑貨と小物 他、１８講座・２７３人 

 

（２） 大学連携講座 

   大学教授等から専門的な知識を学ぶ講座。愛知教育大学、名城大学、至学館大

学、愛知工業大学の４大学と提携。   

※１講座以外はコロナにより中止 

   【令和２年度実績】 

名城大学「親子で楽しむ英語絵本読み聞かせ講座」 １講座・４９人（ハイ

ブリッド形式で開催） 

   

（３） 市民講師企画講座 

得意なことを伝えたい・生かしたい人が講師となって自ら講座を企画し、講師

と受講者が共に学びあう講座。年に２回講師募集及び講座を行う。   

※前期はコロナにより中止 

【令和２年度実績】 

親子で楽しくパティシエレッスン 他、４講座・７２人 

 

（４） 刈谷まなびの広場 

生涯学習活動へのきっかけづくりを目的としたイベント。子どもから大人まで

楽しめる各種体験教室やコンサート・発表会等を行うとともに、市民講座で制作

した作品の発表の場である『アイリスまなびの展覧会』を開催する。 

※コロナにより、全ての講座を事前申込制とする 

【令和２年度実績】 

開催日：令和３年３月１３日（土） 

○陶器色付け体験、リボンアートフラワー体験 他、１４講座・２２５人  

○アイリスまなびの展覧会出品者数 ５８人 
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２ 写真等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

  

 

大人中心の講義形式、

モノづくり、親子など、多

彩な講座が行われます 

市民講師企画講座  大学連携講座（会場視聴） 

アイリスまなびの展覧会  

講座の際は、これらを使用

して感染対策を行います 

コロナ対策グッズ 

市民講座① 市民講座② 

市民講座③ 
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谷まなびの広場 ・刈谷まなびの広場　　 中止・刈谷まなびの広場　 ・刈谷まなびの広場　10講座
　　　　　　14講座215人受講          　 14講座225人受講
　

・大学教授等による専門的な講座を実施することにより、市民の学習意欲の向上及び学習活動の活性化を図ることができ

成果
た。

・大学連携講座においてオンラインと会場のハイブリッド方式で開催し、コロナ禍にあわせた新しい学びの方法を進める

ことができた。

・大学連携講座の実施においては大学の協力を得る必要があるため、目標値の達成を目指し、大学との密な調整を通じて

引き続き質の高い講座を目指すとともに、定住自立圏域にチラシなどで広く周知し、受講者数を一定数確保するよう努め
課題

る必要がある。

・社会情勢や時代に即した内容の講座を企画することで、市民の学習意欲をより一層高められるよう取組む必要がある。

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

成果 市民講座の年間受講者数（人） 615 566 273 470 650
指標
成果 大学連携講座の年間受講者数（人） 235 192 49 150 350
指標

各市の講座実施実績より（ＨＰ参照）
他市との 　安城市：公民館講座（10公民館）　　181講座、延べ3,410人参加
比較検証 　碧南市：生涯学習講座　　2講座、延べ1

Ｄ

12人参加

　
　
　
Ｏ
　
　
∧
　

Ｃ
　
事
　

　

業
　
コ
　
ス
　
ト

単位：

実

千円
３０年度 元年度 ２

　

年度 ３年度 ２年度

（決

　

算） （決算） （決算）

施

（予算） 事業費内訳

事

　

業費　① 12,167

　

11,668 12,0

∨

14 12,705 合計 12,014,375 円
委託料 12,000,000 円

財
　
源

特定財源 43 21 0 243 使用料及び賃借料 14,375 円

一般財源 12,124 11,647 12,014 12,462

職員人件費　② 3,819 2,850 3,061 2,787

総事業費（①＋②） 15,986 14,518 15,075 15,492

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ

３

　
　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　

年

∧
　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事

度

　
業
　
概
　
要

総合計画

（

分野 教育文化

基本施策

令

生涯学習
施策体系

施策

和

の内容 学習機会の充実

２

目
　
　
　
的

　中央生涯

年

学習センターにおいて

度

、市民講座

主
た
る
内
容

評

○市民講座の開催
や大

価

学連携講座など各種市

）

民向け講座及びイ ○大

刈

学連携講座（愛知教育

谷

大学、名城大学、
ベン

市

トを行い、市民の学習

事

意欲の向上や学習 　至

務

学館大学、愛知工業大

事

学）の開催
活動への参

業

加促進を図る。 ○市民

評

講師企画講座の開催
○

価

刈谷まなびの広場の開

シ

催

位
置
づ
け

関連計画 刈

ー

谷市生涯学習推進計画

ト

根拠法令

対象者 市内在

（

住・在勤または在学の

様

人など 事業期間 ～

実施

式

方法 □直営　□委託　

１

■指定管理　□補助・

）

助成　■その他

会計名 担当部 教育

Ｂ

部

　
事
　
業
　
実
　
績

３０

一

年度実績 元年度実績 ２

般

年度実績 ３年度計画

・

会

市民講座  32講座

計

615人受講・市民講

市

座  32講座566

民

人受講・市民講座　1

講

8講座273人受講・

座

市民講座     　

開

　 26講座
・大学連

設

携講座 ・大学連携講座

等

・大学連携講座 ・大

事

学連携講座
愛知教育大

業

学  4講座89人受

担

講愛知教育大学  4

当

講座85人受講愛知教

課

育大学　　     

生

  中止愛知教育大学

涯

     　　2講座

学

名城大学  　　2講

習

座80人受講名城大学

課

  　　2講座24人

款

受講名城大学　   

項

 1講座49人受講名

目

城大学  　　   

担

　　6講座
至学館大学

当

　　1講座30人受講

係

至学館大学  　1講

推

座44人受講至学館大

進

学　　　　　　 中止

係

至学館大学  　  

1

 　　2講座
愛知工業

0

大学　1講座36人受

6

講愛知工業大学　1講

1

座39人受講愛知工業

3

大学　　       中止愛知工業大学　   　　1講座
・刈
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

　市民の生涯学習活動

令

に対し、学習機会の提

和

供及び活動の
・法的業

３

務
高い

支援をしており

年

、事業の必要性は高い

度

。
必要性 ・市民ニーズ

（

、社会需要
・市民生活

令

上必要である　など

　

和

各種講座、生涯学習イ

２

ベントの開催により市

年

民への多様
・コストの

度

節減、費用対効果
普通

評

な学習プログラムの提

価

供、学習意欲の一層の

）

向上や参加促
効率性 ・

刈

執行体制の効率性 進を

谷

効率的に行っている。

市

・手段の最適性　など

事

　時代の変化と市民ニ

務

ーズに対応したプログ

事

ラムの提供、
・市が主

業

体となって実施する
高

評

い
生涯学習イベントの

価

開催など市民の生涯学

シ

習活動を支援す
妥当性

ー

　べき事業であるか る

ト

ために、市の関与は必

（

要である。
・総合計画

様

との整合性　など

　各

式

種講座及び生涯学習イ

２

ベントを実施すること

）

で、市民

施策への ・施

会

策への貢献度
普通

の学

計

習意欲の向上及び学習

名

活動への参加の促進に

担

寄与して
・目標達成度

当

いる。
貢献度 ・市民サ

部

ービスへの効果　など

教

今後の方向性 □拡充　

育

■現状維持　□改善・

部

効率化　□縮小　□終

一

期設定　□休止・廃止

般

　引き続き中央生涯学

会

習センターにおいて、

計

市民講座や大学連携講

市

座など各種市民向け講

民

座及び生涯学習イベン

講

トを
行うことで､市民

座

の学習意欲の向上を図

開

るとともに学習活動へ

設

の参加を促進していく

等

。

事業
担

Ｃ
 
　
Ｈ

当

 
　
Ｅ
 
　
Ｃ
 
　
Ｋ
 

課

　
∧
　
評
　
価
　
∨

生涯学習課

款 項 目 担当係 推進係

10 6 13
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森三郎顕彰事業 

 

１ 第６回森三郎童話賞全国募集 

（１）募集期間  令和元年１１月１日（金）～１２月３１日（火） 

（２）審  査  令和２年８月６日（木）  

  

審査会場（刈谷市役所８０５会議室） 

感染防止のため、ポプラ社（東京）と刈谷市役所をオンラインで結んで実施 

   審査員：浜たかや（児童文学作家）・藤真知子（児童文学作家） 

宮川健郎（武蔵野大学文学部教授） 

（３）受賞作品 最優秀賞 「みゆは落とし物名たんてい！」（花田しゅー子） 

 

【あらすじ】 

みゆは三年二組の落とし物係です。 

けいじ係の友だちの凜ちゃんは「けいじ」さん。 

みゆは落とし物をさがす「名たんてい」です。 

ある日、クラスの友だちから、 

「なくしたものをさがしてほしい」と依頼がまいこんで… 

（表紙折り返しより） 

（４）表彰式   令和３年３月２１日（日） 刈谷市中央図書館 大会議室 

                                      (密回避のため視聴覚室から変更) 

（５）応募の変遷 

回 

（募集年） 

第１回 

（Ｈ16） 

第２回 

（Ｈ19） 

第３回 

（Ｈ22） 

第４回 

（Ｈ25） 

第５回 

（Ｈ28） 

第６回 

（Ｒ元） 

応募点数 563 点 414 点 466 点 453 点 445 点 374 点 

応募者数 541 人 401 人 447 人 424 人 423 人 366 人 

内刈谷市 21 人 19 人 19 人 17 人 24 人 16 人 

 

東京会場投影 

 審査員席 
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２ 令和２年度森三郎童話賞子ども部門 

～三郎童話を読んで～読書感想文・創作作文コンクール 

（１）募集期間  夏休みの課題として提出 

（２）審  査  令和２年１０月４日（日） 

         審査員：近藤輝和、深津孝重、野々山美千代、神谷博樹、 

信原玲子 （元教員 5 名） 

（３）受賞作品   

最優秀賞 １名 （朝日中１年） 

    優秀賞  １１名（小学生低学年の部/小学生中学年の部/ 

小学生高学年の部/中学生の部/ 

森三郎童話賞最優秀受賞作品を読んで/創作作文 各部２名） 

   学校奨励賞   衣浦小学校 

（４）表彰式    

    令和２年１１月２２日（日） 刈谷市中央図書館 大会議室（３階） 

                    （密回避のため視聴覚室から変更） 

（５）応募の変遷 

年度 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 

応募数 1,985 2,078 2,839 2,581 3,277 3,719 3,402 1,561 

 

３ 森三郎童話紙芝居作成 「馬方八五郎」（森三郎童話選集「かささぎ物語」より） 

 

【あらすじ】 

馬方の八五郎は狸の化けた子どものいたずらに引っか

かってしまいます。二度と騙されまいと八五郎は同じ

姿の子どもがちょっかいをかけてくると、上手に八五

郎の家に連れてきて、懲らしめてやろうと子どもを縛

り上げ、青松葉を焼いて、いぶすのですが…。 

◆【各賞に受賞された方々】 

   

   （第 6 回森三郎童話賞全国募集） （令和 2 年度森三郎童話賞子ども部門） 
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0セット作成 　応募作品数　1,561点
・森三郎童話紙芝居
　  60セット作成

　最優秀作品の書籍化と寄贈によって、全国の公共図書館を通じて刈谷市からの文化情報の発信及び文化芸術作品の創造

成果
が図られた。また、刈谷市内の小中学生の夏休みの課題として、森三郎の作品を読んだ読書感想文及び創作作文を募集す

ることで、子どもたちに森三郎が郷土の文化人であることを知ってもらい、幼児園、保育園等に森三郎童話紙芝居を配布

することにより童話作品に親しんでもらうことができた。

　令和2年度の子ども部門については、新型コロナウイルスの影響により、応募数が減少した。小中学校へのPR含め幅広

く発信手段を検討し、森三郎を市内外に顕彰する必要がある。
課題

指標名称（単位）
実績値 目標値

３０年度 元年度 ２年度 ３年度 ５年度

活動 全国募集応募作品数（点） ― 374 ― ― ―
指標
活動 子ども部門応募作品数（点） 3,719 3,402 1,561 1,600 3,800
指標

  半田市の「第32回新美南吉童話賞」（刈谷市は第6回森三郎童話賞）。原稿規定は、部門により異なる
他市との が、3～7枚以内（刈谷市は25～30枚）。一般の部、最優秀賞1編　賞金50万円、優秀賞2編　5万円、特別賞3
比較検証 編　3万円。（刈谷市は、最優秀賞1編　賞金

Ｄ

50万円、優秀賞1編

　

　10万円、佳作4編

　

　3万円）応募作品総

　

数
は1,966編（刈

Ｏ

谷市374編）。

　
　
∧
　
　
実
　
　

Ｃ

施

　
事
　
業
　
コ
　
ス
　
ト

　

単位：千円
３０年度 元　 年度 ２年度 ３年度 ２年

∨
度

（決算） （決算） （決算） （予算） 事業費内訳

事業費　① 971 2,831 8,131 1,061 合計 8,131,165 円
報償費 1,437,180 円

財
　
源

特定財源 9 5 1 10 需用費 413,541 円
役務費 1,287,000 円

一般財源 962 2,826 8,130 1,051 委託料 4,993,444 円

職員人件費　② 3,163 6,315 7,839 3,578

総事業費（①＋②） 4,134 9,146 15,970 4,639

建
設
事
業

全体事業費（単位：千円） 0 ２年度特定財源名称

２年度までの累積事業費 0 冊子等頒布収入

４年度以降の事業費見込 0

令和

Ｐ
　

３

　
Ｌ
　
　
Ａ
　
　
Ｎ
　
∧

年

　
計
　
画
　
∨

Ａ
　
事
　

度

業
　
概
　
要

総合計画
分

（

野 教育文化

基本施策 文

令

化・芸術
施策体系

施策

和

の内容 創作・発表の機

２

会づくり

目
　
　
　
的

　

年

刈谷市出身で戦後の日

度

本を代表する童話作

主

評

た
る
内
容

○3年に1回

価

、森三郎童話賞全国募

）

集を実施す
家森三郎を

刈

、刈谷市を代表する文

谷

化人の一人 　る。
とし

市

て顕彰するとともに、

事

刈谷からの文化情 ○森

務

三郎童話賞子ども部門

事

として、毎年市内
報の

業

発信及び文化芸術作品

評

の創造を図る。 　小中

価

学生から森三郎作品の

シ

読書感想文や創
　作作

ー

文を募集し、優秀者を

ト

表彰する。
○森三郎刈

（

谷市民の会に協力を得

様

て、童話の
　紙芝居を

式

作成し、市内の幼児園

１

、保育園、
　小中学校

）

等に配布する。

位
置
づ

会

け

関連計画 刈谷市文化

計

振興基本計画

根拠法令

名

刈谷市図書館条例

対象

担

者 市民等 事業期間 ～

実

当

施方法 ■直営　□委託

部

　□指定管理　□補助

教

・助成　□その他

育部

一般会計
森三郎

Ｂ
　
事
　
業
　
実
　
績

３

顕

０年度実績 元年度実績

彰

２年度実績 ３年度計画

事

・子ども部門読書感想

業

文・創 ・第6回森三郎

担

童話賞全国募集・第6

当

回森三郎童話賞全国募

課

集・子ども部門読書感

中

想文・創
　作作文募集

央

　 　　応募作品　  

図

      374点

書

　の審査及び表彰 　作

館

作文募集　
　　市内小

款

中学校応募作品　 ・子

項

ども部門読書感想文・

目

創 ・最優秀作品書籍化

担

及び市内 ・森三郎童話

当

紙芝居
　　　　　　　

係

　　 3,719点 　

中

作作文募集 　小中学校

央

や全国公立図書館 　 

図

 60セット作成
・森

書

三郎童話紙芝居 　　市

館

内小中学校応募作品 　

1

への寄贈
　  60セ

0

ット作成 　　　　　　

6

　　    3,40

4

2点・子ども部門読書感想文・創
・森三郎童話紙芝居 　作作文募集　市内小中学校
　　6
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Ｄ
　
内
　
部
　
評
　
価

各視点からの評価 評価の理由

  郷土の文化人のひと

令

りである森三郎を顕彰

和

する事業は、
・法的業

３

務
高い

刈谷市からの文

年

化情報の発信のひとつ

度

として有効であり、
必

（

要性 ・市民ニーズ、社

令

会需要 また森三郎が戦

和

後を代表する童話作家

２

であることを広く周
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Ⅳ 点検・評価の結果 

 

 

事業名 ＩＣＴ教育事業（16 頁参照） 担当課 教育総務課 

外部評価委員の意見 

新型コロナウイルス感染症の拡大による GIGA スクール構想の前倒しで、14000

人の児童・生徒への一人一台端末の導入やすべての市立学校への無線ＬＡＮ整備、

また、民間委託による ICT 支援員の派遣など、短期間で環境の整備を進められた

ことは高い評価に値する。今後は、デジタル教科書や教材の整備及び研修等を進

めてほしい。 

市の考え方 

 ＩＣＴ環境整備が進み、児童生徒一人一人がタブレット端末を利用できるよう

になった。新学習指導要領に位置づけられている情報活用能力の育成に向けて、

デジタル教科書を含め、日常的にＩＣＴを活用できる環境を整備していくととも

に、教員のＩＣＴ活動能力を高めるための研修の実施やＩＣＴ支援員等を引き続

き配置していき活用推進を図っていきたい。 

事業名 学校教育活動支援事業（23 頁参照） 担当課 学校教育課 

外部評価委員の意見 

児童一人ひとりを大切にする教育の一環として、発達障害が心配される児童が

在籍している全小学校に 38 名もの支援指導補助員を派遣し、100％の対応ができ

ているのは、行き届いた指導である。また、コロナ禍により多忙になった教員の

補助として全市立学校に２名ずつ学習指導員を派遣したことは、教師が子どもの

指導に専念できる時間を確保することができたと考える。指導補助員同士の情報

交換の機会をもっていることも高く評価できる。 

市の考え方 

今後も小学校に発達障害が心配される児童の在籍が予想されるので、効果的な

支援が行えるよう、適切な支援指導補助員配置に向けて、現状を把握していく必

要がある。子どもたちに行き届いた指導ができるように、子どもや教職員の支援

に努めていきたい。 
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事業名 心の教室相談員事業（26 頁参照） 担当課 学校教育課 

外部評価委員の意見 

生徒の問題が多様化する中、各中学校に心の教室相談員を配置し、気軽に相談

できる機会をつくり 2000 件を超える相談件数があるのは評価できる。相談員と教

員との情報交換により、丁寧な生徒指導が期待できる。今後は、生徒が来室しや

すい環境整備を行ってほしい。  

市の考え方 

今後は、小学校にも心の教室相談員を配置し、児童が悩み等を相談することで、

少しでも心のゆとりをもてるような環境を整えていきたい。また、問題が多様化

してきているため、相談時間の増加についても検討していく必要がある。 

今後も、子どもたちが気軽に相談できるような環境整備を学校と連携して進め

ていきたい。 

事業名 市民講座開設等事業（28 頁参照） 担当課 生涯学習課 

外部評価委員の意見 

コロナ禍で市民が集まりづらい状況の中で、工夫されて実施できている。特に、

「市民講師企画講座」は、得意なことや学んだことの還元となり、生きがいにも

つながる取組であり評価できる。今後は更にこの講座数が増えることを期待して

いる。 

市の考え方 

「市民講師企画講座」の講師は、前期・後期に各５名を選定して実施していま

すが、他講座との日程調整の都合や講師に対するサポートに時間を要することか

ら、現状は５名を上限に開催しております。しかしながら、近年本事業への関心

度は高まる傾向にあり応募者数が増えている状況であるため、今後、趣旨に沿っ

た相応しい講師が多数選定できる場合は、５名に限定せず、枠を広げる方法を検

討してまいりたいと考えております。 

事業名 森三郎顕彰事業（32 頁参照） 担当課 生涯学習課 

外部評価委員の意見 

刈谷市が生んだ著名な絵本作家である森三郎にちなんだ顕彰事業は、刈谷市の

文化を全国に広報することにつながっている。また、第２の森三郎を生むことに

つながる読書感想文・創作作文コンクールも評価できる。効率性が「普通」とい

う自己評価となっているが、３年に一度の開催は、効率的であると思う。応募件

数がやや下がりぎみであるので、広報の方法を工夫してほしい。 
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市の考え方 

森三郎童話賞全国募集は、第１回以来、ホームページや雑誌広告、ポスターの

全国配布を行ってきましたが、今後はＳＮＳ等の新たなＰＲ方法を通じて、全国

に発信してまいります。 

また、子ども部門については、校長会や小中学校の図書館部会を通じて、子ど

もたちの関心が高まるよう、既存のＰＲ方法の見直しを図ってまいります。 

さらに森三郎の童話を収録した「かささぎ物語」の再販を行うなど、作品に触

れられる機会を増やす取り組みを進め、様々な方の応募意欲の向上を図ってまい

ります。 
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Ⅴ 参考資料 

 

１ 教育大綱  平成２８年度～令和２年度              
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

『豊かな心の育成』 

 
●自己肯定感・自己有用感を高め、命を大切にする心や思いや

る心の育成 

●規範意識の醸成 

●情操教育・豊かな体験活動・文化芸術環境の充実 

●刈谷のまちの歴史文化に誇りを持ち、大切にする心の育成  

『確かな学力の定着』 

 
●きめ細やかな学習指導による基礎・基本の習得  

●学ぶ意欲を高めるための指導方法・指導体制の工夫・改善  

●教科指導の充実 

●教育の情報化による学習指導の向上  

知 

徳 

『健やかな身体づくり』 

 
●体力の向上 

●食育の推進 

●健康の増進 
 

体 

 

『学習環境整備・安心安全確保』 

 
●快適で安全な教育環境の整備 

●学習しやすい環境の確保 

●学校の安心・安全確保 

●青少年の健全育成 

環 

育てたい子ども像  

「自己肯定感と自己有用感に支えられ、確かな学力と体力を身に付けた、 

当たり前のことが当たり前にできる子ども 
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総務係、施設係  

  

 

推進係、施設係、青少年係 

 

学事係、特別支援教育係 

指導係 

小学校（15 校）、中学校（6 校） 

特別支援学校（1 校）  

刈

谷

市

教

育

委

員

会 

教 育 部 

業務係、指導係、普及係 

社会教育センター 

東刈谷市民センター 

富士松市民センター 

北部市民センター 

小垣江市民センター 

 

 

 

子ども相談センター 

学校教育課 

教育総務課 

生涯学習課 

スポーツ課 

学校給食センター  

２ 組織                                                
（令和３年４月１日現在） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中央図書館 
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令和３年度（令和２年度事業対象） 

   刈谷市教育委員会点検・評価報告書  

    刈谷市教育委員会 教育総務課 

   〒448-8501 刈谷市東陽町１丁目１番地 

   電話 (0566) 62-1034 (ﾀﾞｲﾔﾙｲﾝ)／ FAX (0566) 25-1006 

 




